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要旨 
 

本稿ではグローバル化が進む現代国際社会において日本人の「英語力の向上」が、日本の国際競争力の向上に貢献し、

日本のプレゼンスを高めると考え、英語力に関する分析を進めた。 

本稿の構成は以下のとおりである。 

現状分析ではグローバル化が進展する中で日本の国際競争力が低下した要因の一つに、日本人の語学力不足をあげ、

それを国際競争力の分野別順位・企業への意識調査・理論的考察から明らかにした。日本人の英語力の低さは TOEFL

の平均スコア等を見れば明らかであるが、政府による政策は効果的に機能していない。そこで本稿では、「日本人の英

語力を向上させる政策が十分かつ適切でないのではないか」という問題意識の下、分析を行った。 

分析の目的は 2つある。1つ目は、英語力の向上に影響を与える要因を探ることである。そして 2つ目は、国際競争

力の向上に大きく関わってくる、仕事での英語使用機会に影響を与える要因を探ることである。まず 1つ目に関して、

各国の TOEFL スコアを向上させる要因を調べるためのパネルデータ分析と、英語力に社会環境・家庭環境・本人の意

識が与える影響を調べるための JGSS3個票データ分析を行った。その結果、前者では教師 1人あたりの生徒数、後者で

は家庭環境・本人の学歴・中学以前の英語学習経験・仕事や社会における英語の必要性に対する意識といった要因が

英語力に影響を与えることが分かった。次に 2つ目に関して、先ほどの JGSS 個票データと同じものを用いて分析した

ところ、スピーキングとリーディングの能力が両方とも使用機会に影響を与えることが分かった。さらに、1つ目の分

析において女性の方が英語力が高かったのに対し、この分析では男性の方が使用機会が多いことが分かった。 

この結果を踏まえ、我々は国際競争力のため以下の政策提言を行う。 

１ ALT の勤続年数制限の撤廃 

２ 英語合宿の学校行事化 

３ 中小企業提携の大学プログラムに対する補助金 

これらの提言により、初等、中等教育で学生の英語力を底上げし、大学機関でそれをさらに実践的なものに高め、海

外ビジネスでの即戦力となれるように大学と企業の効果的マッチングを行う。それにより日本人の英語力を向上させ、

日本の国際競争力向上を図る。 

                                                 
1本稿の作成にあたっては、山内直人教授（大阪大学）をはじめ、松繁寿和教授（大阪大学）、倉本宜史様（甲南大学）、中村亨教授（神

戸学院大学）、木下祐輔様（三菱リサーチ&コンサルティング）、佐々木周作様（大阪大学）、立福家徳様（福岡工業大学）など多く

の方々から有益かつ熱心なコメントを頂戴した。ここに記して感謝の意を表したい。しかしながら、本稿にあり得る誤り、主張の

一切の責任はいうまでもなく筆者たち個人に帰すものである。 
2                   
3日本版 General Social Surveys（JGSS）は、大阪商業大学 JGSS 研究センター（文部科学大臣認定日本版総合的社会調査共同研究拠

点）が、東京大学社会科学研究所の協力を受けて実施している研究プロジェクトである。 
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Ⅰ はじめに 

 

グローバル化が進んだ現代において日本経済の国際

競争力の低下が叫ばれている。その原因のひとつに日

本人の英語力の低さがある。2012 年の日本の TOEFL 平

均スコアは、アジア 30カ国中 27位と、極めて低いもの

となっている。 

英語は全世界で使われており、我が国においても政

府は英語を国際共通語として、日本人の英語力向上の

ための政策をとってきた。最近では、平成 23年には英

語の早期教育に関する議論を受けて、文部科学省が小学

5 年生からの英語の必修化に踏み切った。しかし同様

の政策を韓国は 14年前にはすでに始めており、その内

容も小学校１年生から英語教育をスタートするという、

より徹底したものである。これに対して日本はその他

の英語教育政策においても後れをとっており、それは

両国の TOEFL スコアの推移の仕方に顕著に表れてい

る。20年以上続く大規模な外国人指導助手（Assistant 

Language Teacher、以下 ALT）招致事業である「語学指

導等を行う外国青年招致事業」（The Japan Exchange and 

Teaching Program、以下 JET プログラム）も、2010 年

には事業仕分けの対象になるなど、現行の英語政策に

課題があることは明らかである。国際競争力が低下し

ており、英語力向上が必要にもかかわらず成果が出て

いないという現状から、我々は国際競争力向上のため

の英語政策に焦点を当てた論文を執筆することにし

た。  

本稿では TOEFL スコア及び日本版 General Social 

Surveys（以下 JGSS）2010 の個票データを用いて、英語

力および仕事における英語の試用機会の有無の決定要

因を把握・分析したうえで国際競争力向上のために政

策提言を行う。  

 

 

 

 

Ⅱ 日本の英語教育を取り巻く現状とそ

の課題 

 

１ 日本の英語教育を取り巻く現状 

 

（１）グローバル化の進行 

近年、航空技術やインターネット技術の発達に伴い

グローバル化が進み、ヒト・モノ・カネ・情報の、国

や地域の境界を越えた移動が自由かつ迅速に行われる

ようになった（図 1）。経済に焦点をあてると、日本の

輸出入の対 GDP比は年々上昇しており、海外に進出する

企業数、従業員数も増加傾向にある。これらから、海外

におけるビジネスの重要性が高まってきているという

ことがいえる。  

 

（２）語学能力と国際競争力 

世界のグローバル化が一段と加速する中で、日本の

立ち位置はどのようになっているのだろうか。スイス

の International Institute for Management 

Development（以下、IMD）という研究所では、グローバ

ル企業にとってのビジネス環境がどれほど整備されて

いるかを示す「国際競争力ランキング」を毎年発表して

いる。これを見ると、1990 年代前後の日本は国際競争

力世界 2 位を誇っていたが、長きに渡る経済の低迷、

他国の著しい経済成長の影響などを受け、その順位を

27位にまで下げている（図 5、表 1）。 

ランキングにおける日本の具体的な評価を見てみる

と、経済や科学技術など個別指標で世界 3 位以内と、

日本の順位を上げるのに大きく貢献している分野もあ

る一方で、実質 GDP 成長率や法人税率、人材に関する

項目が世界 50位前後と、大きく足を引っ張っている。 

 特に人材についての項目に焦点を当ててみると、管

理職における国際経験（59位）、英語の堪能さ（58位）、

語学能力（58 位）と人材面、とりわけグローバル人材

に必要とされる要素の競争力が非常に低いことが分か

る。 

こうした語学能力を有する人材の不足が日本の競争

力を下げている具体的な例として、平成 20年度に経済

産業省が行った「外資系企業の在日本ビジネスにおける
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調査」（経済産業省『平成 20年度対日直接投資に関する

外資系企業の意識調査報告書』）がある。この調査の結

果によれば、外資系企業に対日ビジネスの障害につい

て質問したところ、人材の確保、殊に語学堪能者の確

保の難しさが、外資系企業の日本におけるビジネスを

困難にする大きな要因のひとつであった（図 6）。グロ

ーバルなネットワークを持つ外資系の企業は、日々の

業務の中で英語を使用する機会が多い。また、異なる

バックグラウンドを有する人間とコミュニケーション

を図り、マネジメントするには優れた語学力も重要な

要素である。そうした、日常的に多くの場面で英語を

使用することのできる日本人の少なさが、外資系の企

業が日本で行うビジネスを困難にしていると言うこと

ができる。 

 理論的にも、グローバル化が進行する中での、経済空

間における言語の重要性は主張されている。労働経済

学を専門とする松繁寿和氏は『大学教育効果の実証分析

―ある国立大学卒業生たちのその後』の中で、「いかに

優れた人材であっても、いかに高度な専門知識・技能

を身に付けていても、言語ができなければその能力の

一辺さえも活かすことができない。」と述べている。そ

のうえで、英語の通用性に着目し、グローバル化した

世界で生きていくためには、英語でのコミュニケーシ

ョン手段を身に付けることが必須の条件となる、とし

ている。松繁氏は研究の対象が1大学1学部卒業生のみ

に限られていることを同著の課題としたうえで、「国際

社会における英語の通用度の上昇と現在進行している

日本の国際化を考えると、今後経済的地位の決定要因

としての英語の重要性がさらに増加していく。」と結論

付けている。 

 日本人の語学力不足が、日本の国際競争力不振の原

因のひとつとなっていることが、国際競争力の分野別

順位の考察、外資企業への調査、および理論的考察か

ら明らかである。 

 

（３）世界における英語の重要性 

日本の国際競争力の向上のために語学力の向上が肝

要であることは、これまで述べたとおりである。我々

は、中でも英語に着目して研究を行う。この項ではそ

の正当性について述べていく。 

まず、現在の英語の状況を考察してみる。英語を公

用語とする人口は世界 70億人中 14億人と、5人に 1人

が英語を公用語としており、公用語人口第 2 位の中国

語に 4 億人の差をつけて群を抜いている。また英語を

公用語とする国は、世界 194ヵ国中 84ヵ国と、圧倒的

な数である。 

だが、言語の重要性は話者や公用語人口の数のみで

なく、話者の経済力も考慮に入れなければならない。

各言語の使用者の総生産額を表す指標として、言語内

総生産（Gross Language Product）というものが存在す

る。（図 7）から明らかなように、英語とスペイン語の

言語内総生産が他の言語内総生産より圧倒的に抜きん

出ている。さらに、スペイン語の言語内総生産よりも

英語の言語内総生産が 2 兆ドル上回っている。また、

現在英語が最も重要な国際言語として存在している歴

史的な要因として、ここ 2 世紀にわたる英語の広まり

が考えられる。政治、経済の中心から英語が発せられ

ることにより、世界で英語を使用する人は現在まで増

加してきており、今後もその状況がすぐに変わるとは

考えられない。 

これらを根拠として、言語における英語の重要性

は、さらに増していくものと考える。 

 

（４）日本人の英語力 

英語の必要性が高まっているということは先に述べ

たとおりであるが、日本の英語力の現状はどうだろう

か。一般に日本人の英語力は他国と比較して低いとい

われている。実際、2012 年の TOEFL iBT テストの国内

平均スコアはアジア30か国中27位と、同じアジア諸国

と比べてもかなり低い水準となっている（図 8）。 

英語力について、株式会社アイシェアが有職者の男

女 1,722 名を対象に行ったアンケートでは、79.3%もの

人が「まったく自信がない」と答えている。このことか

ら、日本のビジネスパーソンの多くが自身の英語につ

いて不安を抱えているということがわかる。 

また、平成 21年に経済同友会が企業代表者を対象に

行った「企業経営に関する調査」では、企業のグローバ
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ル化推進にあたっての一番の課題として英語が使える

グローバル人材の不足を挙げており、その割合は約 80%

にも及んでいる（図 9）。英語の必要性が高まっている

にもかかわらず、企業は英語を使ってコミュニケーシ

ョンがとれる人材の不足に苦しんでいる。個人のみなら

ず、企業でも社員の英語力の低さが認識されているの

である。 

 

（５）日本政府の取り組み 

日本政府は英語力向上のためにどのような政策を行

ってきたのだろうか。まず、教育における政策を見て

いく。近年の日本の英語教育の基礎となるものが、

2002 年に発表された、「英語が使える日本人」育成の

ための戦略構想である。この構想は、これまでに述べ

てきた通りの世界のグローバル化の進展と日本人の低

い英語能力という問題意識から発するものである。 

具体的に見ていくと、小学校における英語の必修化

や高校の「英語の授業は英語で行う」という原則を定め

た新学習指導要領の導入（表 2）、スーパー・イングリ

ッシュ・ランゲージ・ハイスクールの制度設立、高校生

や大学生の留学の機会の拡充、大学入試センター試験

でのリスニングテストの導入などがある。また教員に

ついては、「語学指導等を行う外国青年招致事業」（The 

Japan Exchange and Teaching Program、以下 JETプロ

グラム）の活用による ALTの拡充や、中学・高校の全英

語教員 6 万人に対しての集中的な研修の実施などがあ

る。 

このように、英語教育に関して、様々な取り組みが

なされてきた。しかし、日本の TOEFL スコアの推移は

長年横這い（図 10）であり、上記の政策が十分に機能

していないことがわかる。さらに、英語教育に使用され

る教科書が検定を受けたものに限られ教師が自由に教

育を行えない、受験英語への対応をせざるを得ないた

め授業内容が柔軟でない、といった批判もなされてい

る。また、上で述べた英語教育に関する改革について

も、言語的地理的に近い韓国に比べて導入が遅れてお

り、英語力の差が拡大しているという現状がある（図

11）。 

 

２ 英語政策に対する問題意識 

 

ここまでに、グローバル化する世界の中で日本の国

際競争力は低下しており、その原因として語学が堪能

な人材が不足していること、中でも特に英語が重要で

あるが、それらの課題に対する日本の政策が十分でない

ことを確認してきた。日本政府は英語の重要性と、日

本人の英語能力の低さを理解し、英語力向上のために

様々な教育政策を行なっている。しかし、政策の導入

から長い年月は経っていないとはいえ、上述したよう

に、日本人の英語力が上がるという傾向は一向に見ら

れない。 

そこで我々は、「日本の英語力を上げるための対策が

十分かつ適切ではないのではないか」という問題意識を

抱いた。以上の流れを踏まえ、本稿では国際競争力向

上のための英語力の向上を目指し、英語力の向上に影

響を与える要因は何かということをリサーチクエスチ

ョンに設定した。 

 

Ⅲ 先行研究 

 

英語力に関する研究は数多くなされているが、実証分

析を用いたものはそれほど多くない。研究の分類として

は、①TOEFL 等の点数を用いて、多国間の英語力を決め

る要因を分析するもの、②国内の英語力を決める要因を

分析するもの、とがある。  

まず①について、各国の TOEFL スコアを用いて英語力

の決定要因分析を行った研究に Snow（1997）があり、

これは第二言語としての英語能力の決定要因を回帰分

析により探ったものである。このフレームワークを用い

てより詳細な分析を行ったのが Kim&Lee（2010）で、言

語的要因と非言語的要因に分類した説明変数を用いて、

Reading・Writing・Listening・Speaking（以下 R、W、

L、S）セクション別に分析した結果、言語系統ダミー、

語順、就学年数が総得点に、GDP に対する輸出額割合が

L に、海外からの旅行者数が Wに、グローバル指数が L、

R、Wに正の影響を与えるとしている。特にこの中の言
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語的要因に関する結果から、Kim&Lee（2010）において

は母国語のみが母語として定着する前の教育に効果が

あるとして早期英語教育の導入、および母語との相違の

認識の必要性が主張されている。しかし、英語力の決定

要因を多国間分析で探る研究はそれほど多くなく、特に

政策の効果を図るものはほとんど見受けられない。 

次に②について、国内における英語力の研究を見てみ

る。寺沢（2009）では、JGSS2002、2003 の個票データ

を用いて、社会環境・家庭環境に起因する英語力格差に

ついて分析を行っている。ここでは、居住地域等の社会

環境、両親の学歴、収入レベル等の家庭環境が英語力に

与える影響を実証分析により研究しており、その結果、

家庭環境、社会環境が英語力に影響を与えることが明ら

かになっている。また、本人の学歴を含むモデルと含ま

ないモデルの結果の比較から、上記の家庭的、社会的環

境の影響は本人の学歴を通じて英語力に現れる、として

いる。さらに、サンプルの年代別の結果から、性別によ

る影響は弱まってきているが、その他の影響は高齢者か

ら若者まで弱まることなく確認できるとしており、近年

英語を含む教育の平等が叫ばれているが、その際、機会

の平等だけでなく、学習者の背後にある環境にも配慮し

た取り組みの必要であると主張している。 

上記以外にも、国内では、カレイラ松崎（2011）など

早期英語教育の英語力への影響の実証分析や、小磯

（2009）のような情意要因の英語教育の影響の分析など、

英語教育の方法についての分析は、数多く行われてきて

いる。しかし、理論分析や、アンケート結果等のデータ

の考察によるものが多く、本格的な実証分析は十分に行

われているとは言えない。 

そこで我々は、国際競争力の向上のために日本人の英

語力を高める要因を調べることを目的として、各国間で

英語力決定の要因分析を行ったうえで、日本国内におけ

る個人の英語力決定要因の分析を行う。その際、各国間

の分析では、国別 TOEFL 平均スコアを用い、GDPや言語

的特徴といった要因だけでなく、具体的政策と途上国ダ

ミーを変数にいれることで、先進国である日本の政策に

反映可能な分析を行う。また JGSS2010 を用いた日本国

内の分析においては、社会的家庭的環境や本人の意識要

因が英語力に与える影響の分析により、英語力を高める

要因を明らかにしたうえで、仕事における英語使用機会

の有無に影響を与える要因を明らかにしていく。 

 

Ⅳ 実証分析 

 

１ TOEFL スコアを用いた多国間分析 

 

（１）使用するデータ 

ここでは英語を公用語としない国を対象に、TOEFL の

国別平均スコアを英語力の指標として用いて分析を行

った。我々は、TOEFL スコアに影響を与える要素を「言

語要因」、「政策要因」、「その他の要因」の 3つに分

類した。それぞれの変数については、次の項で詳細に説

明する。 

言語要因とは、言語系統ダミーなど各国の公用語の

特徴に関する要因である。政策要因とは、初等教育開

始年齢など各国の教育政策に関する要因である。その

他の要因とは、ネットユーザー数などその他の考慮す

べき変数を含むものである。なおサンプル数を確保

し、時間を通じた影響の変化を見るために、2006、

2009、2012 年のデータを用いたパネルデータ分析を行

った。 

 

（２）変数選択 

①被説明変数 

本分析では、被説明変数として各国の TOEFL 国別平

均スコアを用いた。国をまたいで英語力を測る際に、

世界中に普及している英語能力試験である TOEFL を用

いることで基準を統一し、なおかつデータ数を確保す

ることができる。そのため最も適切な変数であると考

えた。 

 

②説明変数 

＜言語要因＞ 

・言語系統ダミー 

  先行研究 Kim&Lee(2013)において作成された変数

で、言語医学的グルーピングにおいて公用語がどれだ
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け英語と類似しているかをダミー化により示したも

のである（表 3）。 

・語順ダミー 

  公用語の語順が SVO 型なら 1、SVO 型でなければ 0

という形でダミー化したものである。 

言語としての英語との類似性は習得の難易度に影響

すると考えられることから、これらの変数を加えた。 

 

＜政策要因＞ 

・初等教育開始年齢 

  本来は英語教育開始年齢を用いるべきであるが、該

当するデータを入手することができなかったためこ

の変数で代用した。 

・教師一人当たり生徒数 

  教師が受け持つ生徒が少ないほどより高質な指導

が行えると考えて用いた。 

 

＜その他の要因＞ 

・インターネットユーザー数 

  インターネットにおいて海外の情報に触れる機会

が多く得られると考えて変数に含めた。また、1人当

たり GDP と強い相関がみられたことから経済力の指

標ともみなすことができると考えた。なお、このデー

タは 1000 人当たりのユーザー数である。 

・途上国ダミー 

  分析結果が先進国である日本に適用できるかを確

認するためのもので、途上国は 1、途上国以外は 0と

いう形でダミー化したものである。外務省 HPの後発

開発途上国の国名リストから筆者が作成した。 

 

（３）実証分析 

以上の変数を用いて回帰分析を行う。分析対象は

2006、2009、2012 年の TOEFL の国別平均スコアデータ

とした。なお、対象とした国は英語を公用語として持た

ない 84カ国である。 

 パネルデータ分析を行うにあたり、適切なモデルを

選択するために Hausman 検定と Breusch and Pegan 検定

を行った。Hausman 検定の結果、「固定効果モデルより

も変動効果モデルが正しい」という仮説は有意水準 5%

で棄却されなかった。また Breusch and Pegan 検定の結

果、「変量効果モデルよりもプーリングモデルの方が正

しい」という仮説は有意水準 5%で棄却された。したが

って、本分析では変量効果モデルを用いる。 

 

（４）推定結果 

 推定結果（表 5）から、「インターネットユーザー

数」、「語順ダミー」が正に有意、「教師 1人あたり生

徒数」、「途上国ダミー」が負に有意となった。これよ

り、インターネットユーザーが多いこと、語順が英語

と同じであること、教師 1 人あたりの生徒数が少ない

こと、途上国でないことが TOEFL スコアを上げること

がわかる。 

 このうち政策変数である「教師 1人あたり生徒数」が

少ないことが TOEFL スコアを上げる要因としては、一

度に受け持つ生徒が少ないために教師の目が良く届く

ことが考えられる。言語教育においては、一人一人の

考え方に対する柔軟な指導や、教科書では限界のある

会話の練習が必要であるため、教師との接触が特に重

要であると考えられる。 

 

２ JGSS 個票データ分析 

 

（１）使用するデータ 

 本分析では、日本国内における英語力の決定要因を検

証するため、2つの分析を行う。1つ目として 60歳以下

の人々の英語力に、「就学時の家庭的社会的環境」、「早

期英語教育の有無」、「本人の意識」、「本人の属性」

が与える影響を順序ロジット分析により調べ、英語力の

決定要因を調べる（以下、分析 1）。2つ目として、同

じサンプルを対象に、仕事に英語を使うか否か、に「就

学時の家庭的社会的環境」、「早期英語教育の有無」、

「本人の意識」、「本人の属性」、「本人の英語力」が

与える影響をロジスティック回帰分析により調べ、英語

を仕事に使用する要因を明らかにする（以下、分析 2）。

データはすべて、JGSS2010 から適切な質問項目を選択

し、用いた。  

本稿において我々が目指しているのは、現在、そして

これからの国際競争力向上のための英語力向上である。
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すでに退職した人々の英語力の決定要因も含めて観察

することは、学校制度の違いなどもあり、本稿の目的に

そぐわないと考え、対象を 60歳以下に限定した。 

 

（２）変数選択 

分析 1（英語力の決定要因の分析） 

①被説明変数 

被説明変数は英語力である。これは英語力を会話と

読解に分けてたずねている設問を用い、評価の高い順

に 4～1点で点数化（表 6、7）し、両方の点数の合計を

英語力とした。 

 

被説明変数の定義：英語力 ＝ 会話力 + 読解力 

 

②説明変数  

＜就学時の家庭的社会的環境要因＞  

・15歳時父親の職業 

  15 歳時父親役職をダミー 

・15歳時母親の職業 

  15 歳時母親役職をダミー 

・15歳時家庭収入レベル 

  収入を 5段階で点数化した。 

・15歳時居住地域 

  都市居住ダミー 

 

＜早期英語教育の有無要因＞ 

・中学校以前英語教育の有無 

  回答をそのまま有は 1、無は 0とした。小学校での

英語必修化を受け、早期英語教育の効果を明らかにす

ることを目的として用いた。 

 

＜本人の意識要因＞  

・交流、仕事における英語の能力向上の必要性の認識度 

  交流、仕事において「英語力向上が役に立つと思う

か」という質問を用いて、評価の高い順に 4～1点の

点数化し変数を作成した。 

  

＜本人の属性要因＞  

・本人学歴 

  短期大学・高等専門学校ダミー 

  4 年制大学ダミー 

・性別 

  男性・女性ダミー 

・年齢 

・本人の仕事 

  管理職ダミー 

  正規雇用ダミー 

  非正規雇用ダミー 

・現在の居住地域 

  現在都市居住ダミー 

 

分析 2（仕事での英語使用機会有無の決定要因分析） 

①被説明変数 

 分析 2 では、国際競争力向上を目的とした英語力の

向上という目的を考えて、どのような人が英語を仕事

で使用するのかを調べるため、「この 1年間に、英語を

読んだり、聴いたり、話したりしたことが少しでもあ

りますか。」という質問において、「仕事」を選んでい

たら＝1、選んでいない場合＝0 として変数を作成し

た。 

 

②説明変数 

 説明変数には、英語力の決定要因で用いた「就学時の

家庭的社会的環境要因」、「早期英語教育の有無要因」、

「本人の属性要因」を使用し、更にどういった英語力が

ある場合に、仕事に使用するのか、またその影響力は

どの程度かを明らかにするため、変数として「英語力要

因」を加えた。分析 1で用いた「本人の意識要因」につ

いては、仕事に使用することで、英語力向上の必要性

を感じるという逆の因果関係が発生し得ると考え、分

析から除いた。 

 

＜英語力要因＞ 

 ここでは、分析 1 の被説明変数の作成に使用した英

語力を会話と読解に分けてたずねている設問し、会話

力、読解力の 2つの変数とした。  
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（３）実証分析 

分析 1 については、先行研究では主成分分析を用い

ているが、我々は順序ロジット分析を用いた。順序ロ

ジット分析とは、複数の選択肢からの個人の選択を扱

うモデルとして、選択肢に順序があるような場合に適

したモデルであり、分析 1 の被説明変数である英語力

が複数の段階で示されることから、本分析に適切と考

えて用いた。 

 

（４）推定結果 

分析 1の結果は以下の（表 9）の通りである。就学時

の家庭的社会的環境要因では「15 歳時父親の役職ダミ

ー」、「15 歳時家庭の収入レベル」が共に正に有意、

早期英語教育の有無要因では、「中学校入学前英語教育

の有無ダミー」が正に有意という結果となった。また、

本人の意識要因では「英語力向上必要性認識度（仕

事）」、「 英語力向上必要性認識度（趣味）」がとも

に正に有意、本人の属性要因では、「男性ダミー」が負

に有意、本人の学歴を示す「高専・短大ダミー」、「大

学ダミー」がともに正に有意という結果となった。 

次に、各変数の限界効果を見てみると、（表 10）よ

り、英語力をあげることが役立つかの認識について

は、「仕事」に役立つよりもわずかにではあるが、「趣

味・人づきあい」に役立つと認識している方が影響が大

きい。また、「高専・短大ダミー」より、「大学ダミー」

の方が影響が大きい。 

次に、分析 2の結果を示す。（表 12）からわかるよ

うに、単純に英語力を被説明変数においていた分析 1

では正に有意になっていた家庭的社会的環境要因、早

期英語教育の有無要因は、有意な結果とならなかっ

た。また、本人の属性要因では、本人の学歴を表す高

専・短大、大学ダミーが有意な結果とならなかった。

性別ダミーは分析 1 では負に有意であったにもかかわ

らず、本分析では正に有意となった。英語力要因で

は、会話力、読解力ともに正に有意となっているが、

限界効果を見ると、会話力の方が影響が大きい。 

 

 

 

３ 両分析結果の考察 

 

上の分析の結果を考察すると、主に以下の 6 つの点

に集約できる。 

 

（考察 1）生徒 1人当たり教師数が多いほど英語力が上

がる。 

（考察 2）家庭環境が裕福であると将来の英語力が上が

る。 

（考察 3）中学校入学前に、英語教育を受けていると英

語力が上がる。 

（考察 5）女性は英語力が高いが、仕事に英語を用いて

いるのは男性の方が多い。 

 

Ⅴ 政策提言 
 

分析結果とその考察を踏まえて、国際競争力向上を目

的とした、英語力向上政策の提言を行っていく。 

 

１ ALT の勤続年数制限の撤廃 

 

 生徒一人当たり教員数が多いと英語力が上がると

いう結果からこの提言を行う。現行の ALT招致事業であ

る「JETプログラム」において、ALTの勤続年数は最長

5 年までとなっている。そのためスキルや経験の豊富な

外国人教師が残らず、効果的な授業ができない。そこで、

この制限を撤廃することで国内の ALT 数を蓄積し増加

させていく。なお、ALTに対象を絞った理由は、日本人

英語教員の英語力不足が問題視される中、英語話者であ

る ALT数の増加がより効果的だと考えたからである。 

 

２ 英語合宿の学校行事化 

 

 家庭環境と中学校以前英語教育の有無が将来の英

語力に影響を与えるという結果から、家庭環境による差

が生まれないよう、小学校で英語を身に付ける機会を平

等にあたえる。現在存在している国内留学施設で、林間

学校等と同程度の金額を目安に生徒に英語漬けの生活
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を送らせる。国内留学施設の問題点はその高額な費用だ

が、学校行事化により利用者が増加すればその費用を廉

価に抑えることは不可能ではないだろう。 

 

３ 中小企業提携の大学プログラムに対する補助金 

 

 国際競争力向上のためには、実践的な英語を使える

グローバル人材の育成と、その獲得のための企業への支

援が必要である。それには教育機関と企業との効果的な

マッチングが効果的であると考える。 

 企業と提携し、実践的なビジネス英語プログラムを

開講する大学に対して、政府が補助金を交付する。これ

により海外ビジネスの即戦力を育成するとともに、企業

との効果的なマッチングも図れる。 

 

Ⅵ 終わりに 

 

グローバル化が進行し、アジアやアフリカの各国の

成長が著しい現在、日本の国際競争力の向上は急務で

ある。国際競争力を低くとどまらせている大きな原因

のひとつとして日本のビジネスパーソンの言語能力の

低さが挙げられる。さらに、現在の世界における英語

の重要性と、それが今後も一定期間続くことを考慮す

れば、国際競争力向上のために、英語力の向上が不可

欠といえる。しかし、教育については様々な取り組み

にもかかわらず英語力は向上していない。さらに、国

際競争力向上という目的を考慮すれば、ビジネスに関

わる社会人に対して有効な取り組みを行えば、その効

果は直接発揮されるはずであるが、その社会人に対す

る英語力向上政策がほとんど行われていないことに問

題意識を抱いた。そこで国家間で英語力の決定要因、お

よび日本国内の個人の英語力、仕事における英語の使用

機会の決定要因を調べた。 

その結果から、教育時の 1 人当たり教師数の増大、

家庭環境に左右されない英語学習機会の確保、早期英

語教育の実施が必要であることがわかった。分析結果

に加え、現状の日本の英語力をめぐる問題を考慮して

提言を行った。 

ただし、本稿には課題も残っている。分析から、英語

力は女性である方が高くなるにもかかわらず、仕事で

の英語使用は男性が有意になるという興味深い結果が

得られたが、提言に十分に反映することができなかっ

た。その理由に、必ずしも女性が自らの能力や学歴に

見合ったキャリアを求めるわけではないという社会的

風潮がある。また、松繁氏も、先に述べた『大学教育効

果の実証分析―ある国立大学卒業生たちのその後』の中

で、高学歴女性に焦点を当てた労働研究に関する研究

において、本人の学歴・能力に着目した実証研究が不

十分としている。この分野における今後の研究の発展

と、今回の英語力の高い女性が、英語を使用する仕事

機会で有効に働けていないという問題への取り組みが

望まれる。 

最後に、国際競争力向上という重要な課題を根底か

ら解決することに、本研究が少しでも寄与することを

願い、本稿の結びとする。 
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図表 

図１ 外国人登録者数 

（法務省・統計局 HPより筆者作成） 

 

図２ 日本企業現地法人数の推移（左）、図３ 現地法人常時従業者数の推移（右） 

（図２、３ともに経済産業省「第 42回海外事業活動基本調査結果」より筆者作成） 

 

図４ 

（JETRO『世界貿易投資報告 2011 年度版』より筆者作成） 
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図５ IMD 国際競争力ランキング 日本の順位 

（IMD『World Competitiveness Yearbook』より抜粋） 

 

図６ 外資系企業の日本におけるビジネスの阻害要因 

（経済産業省『平成 20年度対日直接投資に関する外資系企業の意識調査報告書』より 

筆者作成） 

 

表１ IMD（総合）トップ 30 2012 年版 

（IMD「World Competitiveness Yearbook 」より筆者作成） 

 



 

14 

 

図７ 言語内総生産 

（GF and the Languages of the World【PDF】（August 27, 2009）より抜粋） 

 

図８TOEFL iBT 国別平均スコア 

（ETS『Test and Score Data Summary for TOEFL iBT and PBT』より筆者作成） 

 

図９ 企業のグローバル化の推進にあたっての課題 

http://blog-imgs-36-origin.fc2.com/s/t/o/stockkabusiki/glp(gross_language_product).png
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（経済同友会「企業経営に関するアンケート調査 2010」より筆者作成） 

 

表２ 外国語教育の新学習指導要領 

（文部科学省 HPより筆者作成） 

 

図１０ 日本の TOEFL スコア推移 

（ETS『Test and Score Data Summary for TOEFL iBT and PBT』より筆者作成） 

 

図１１ 

（日本経済研究センター『英語力のビハインドが招く国際競争力の低下』より抜粋） 
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表３ 言語系統ダミー 

（Kim&Lee（2010）より筆者作成） 

 

表４ 多国間分析 記述統計量 

 

表５ 多国間分析 分析結果 
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表６ 会話力（「英語でどのくらい会話ができますか？」への回答） 

 

表７ 読解力（「あなたの英語の読解力はどのくらいですか？」への回答） 

（表６、表７ともに筆者作成） 

 

表８ 分析 1記述統計量 
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表９ 分析１ 分析結果 

 

表１０ 分析１ 限界効果 

 

 

 

 



 

19 

 

表１１ 分析２記述統計量 

 

表１２ 分析２分析結果 
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表１３ 分析２限界効果 

 


